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Ⅰ．背景
　日本での大きな疾病負荷である「がん」につい
て、予防のエビデンスは確立されているが1, 2, 3、
国民の予防行動は十分ではない。例えば、未だ
男性の27%、女性の8%が喫煙しており4、がん
検診受診率は37 ～ 54%5と、社会経済的水準が
同程度の諸外国と比較して低い6。
　がん予防行動を実践していない人々に対して、
ヘルスコミュニケーション・キャンペーンで広
く効果的に必要な情報を届けるためには、セグ
メンテーションとメッセージのテーラリングが
重要である。すなわち、人々を、変容させたい
行動、がんの知識、態度、信念などの個人特性、
社会経済的特性が類似している集団に分け（セ
グメンテーション）、その集団に最もよく届く情
報チャネル（新聞、テレビ、インターネット、医
療従事者など）を選択し、集団ごとに説得力のあ
るメッセージを発信する7, 8, 9。それによって行
動変容の前提条件である予防の知識や行動変容
の意図を強化できる可能性がある10, 11。しかし
日本では、セグメンテーションや情報チャネル

特定のために必要な情報が全国規模の調査では
評価されていない12, 13, 14。したがって、本研究
は、全国を代表するサンプルを対象とし、がん
予防行動、がんの知識、態度、信念などの個人
特性、社会経済的特性、がん情報を得るために
アクセスする情報チャネル、信頼する情報チャ
ネル、IT利用などの情報発信の際のセグメンテー
ションや情報チャネル特定に必要な情報を取得
することを目的とした。

Ⅱ．方法
1.調査対象者および調査期間
　20歳以上の日本人男女10,000人を対象とし
て、自記式質問票を用いた郵送調査を行った。
対象者の抽出は、国勢調査区を第一次抽出単位、
20歳以上の個人を第二次抽出単位とする層化二
段無作為抽出法で行った。国勢調査区は500と
し、地域と都市規模で層別した35層から人口に
比例した確率で無作為抽出した。地域は、北海道、
東北、関東、甲信越・北陸、東海、近畿、中国、
四国、九州・沖縄地方、都市規模は、21大都市、
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人口20万人以上の市、その他の市、町村とした。
それぞれの国勢調査区から無作為に20人を抽出
した。対象者の除外基準は設けなかった。調査
期間は2020年8月1日から9月30日であった。

２．研究のフレームワーク
　我々は、米国で2003年以来継続的に実施され
ている全国調査「Health Information National 
Trends Survey: HINTS15」で使用されたフレー
ムワークを参考に、Audience-Channel-Message-
Evaluation（ACME）フレームワーク16に基づい
て、重要なターゲット（Audience）と情報チャネ
ル（Channel）を特定し効果的ながん対策ヘルス
コミュニケーション・キャンペーンにつなげる
ためのフレームワークを作成した（図1）。人々
はがんに関する知識、態度、信念、社会経済的
特性に基づいてがん情報へのニーズを形成し、
それが行動への意図につながる17。知識、態度、
信念は、受動的に受け取ったがん情報と、自ら
のニーズに応じて能動的に取得したがん情報の
両方から形成される18, 19, 20, 21。本研究では、
推奨されるがん予防行動を行わない人々の情報
へのアクセスから健康行動までの経路を把握す
るために、メディア情報への曝露、がん情報探
索の経験、がん情報源等を評価する。そして、
健康行動を促進するために積極的に情報を提供
すべきターゲットとなるセグメントと、そのセ
グメントに到達するための情報チャネルを明ら
かにする。

３.調査項目
　質問票は、HINTS、国民生活基礎調査、国民
健康・栄養調査などの既存調査の質問項目で構
成した。英語やドイツ語の質問項目については
ガイドライン22に従って翻訳を行った。300人
を対象とした予備調査の回答割合を踏まえて文
言や選択肢の修正を行い、調査票を確定した。
調査項目は以下のA ～ Kとした。
Ａ．がん情報探索（探索経験、探索チャネル、探

したがん情報、探索への満足度、信頼する
がん情報源）

Ｂ．コミュニケーション（医療従事者とのコミュ
ニケーション、ソーシャルネットワーク、
健康リテラシー）

Ｃ．健康状態・生活習慣など（健康状態、健康管
理能力、食環境、がん予防に関する食知識、
野菜・果物・食塩の摂取、飲酒、身体活動、
健康行動意図、メディア利用、がんの原因
に関する知識）

Ｄ．たばこ（喫煙習慣、禁煙の意図、健康リスク
に関する考え、家庭内での喫煙ルール）

Ｅ．検診（がんの原因に関する知識、検診歴、検
診に関する考え）

Ｆ．インターネットの利用（利用頻度、インター
ネットによる健康情報探索、ソーシャルネッ
トワーキングサービス利用、健康アプリケー
ション利用）

Ｇ．がんについての考え
Ｈ．がん既往歴
Ｉ．遺伝子検査

情報チャネル
テレビ
ラジオ
新聞
書籍
雑誌
インターネット
家族
医療関係者
がん相談窓口 など

情報チャネル

あり

なし
がん情報への暴露

がんの知識

がんの信念・態度

社会経済的特性

がん情報へのニーズ
（必要性の認識）

がん情報探索
新しいがんの知識

新しいがんの信念・態度

変化への願望
（行動意図） 行動

図１　本研究のフレームワーク（先行研究15, 16を参考に作図）
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Ｊ．基本情報（性、年齢、身長、体重、職、教育歴、
配偶者の有無、世帯員、収入）

Ｋ．新型コロナウイルス感染症（COVID-19）（関
連情報の探索経験、COVID-19への不安）

　調査を実施した時期はCOVID-19の流行時で
あった。生活習慣の項目は「過去2 ～ 3 ヶ月の状
況」（2020年5月から7月にあたる）について回
答するように説明文を追加した。

4.分析方法
　本稿で示す単純集計結果では、男女別に年齢

（10歳階級）別に回答を集計した。項目レベルの
欠損値は集計から除外した。各項目の回答割合
は、層化二段無作為抽出による調査デザインを
考慮し、さらに非回答者によるバイアスを補正
して算出した母集団推定値を用いた23。補正の
ための重みづけには、回答者が属する層におけ
る回答者の抽出確率の逆数に、層、性別、年齢
から算出した非回答確率の逆数を乗じたものを
用いた。算出には、STATA（バージョン17.0）
のsvysetコマンドを用いた。

5.倫理的配慮
　本調査の計画は、国立がん研究センター研
究倫理委員会から承認を得た（研究課題番号：
2019-290）。

Ⅲ．単純集計結果の概要
　この項では、2022年11月に一般公開した単
純集計結果（https://www.ncc.go. jp/ jp/ icc/
behav-sci/project/030/index.html）の概要につ
いて紹介する。個別の研究課題、本研究の目的
に直接応える結果（ヘルスコミュニケーション・
キャンペーンに資するセグメンテーションや情
報チャネル）は、今後、国立がん研究センターの
本調査に関するページで公開、紹介してゆく予
定である。
　調査票は10,000名へ発送したが、281名へは
宛所不明で配達できなかった。返送された調査
票のうち未記入等の不備による除外とデータク
リーニングを経た結果、分析の対象となる有効
回答者数は3,605名（37%）であった。全体では
男性より女性で回答割合が高く（男性：34%、女
性：40%）、年代毎にみると50歳台（男性：35 %、
女性：46%）および60歳台（男性：43%、女性：
49%）で回答割合が高かった。

◦がん予防行動
　喫煙者の割合は、男性で26%、女性で7%で
あった（表1）。飲酒リスク量（厚生労働省が定め
る生活習慣病のリスクを高める量：1日当たりの
純アルコール摂取量が男性で40g以上、女性で
は20g以上）にあてはまる飲酒者の割合は、男性
で4%、女性で10%であった。大腸がん検診を

「受けたことがない」人の割合は、受診推奨年齢

表 1．喫煙習慣の有無

男性 (n=1,643) 女性 (n=1,962)

喫煙 喫煙

毎日＆ときどき 以前＆吸わない 毎日＆ときどき 以前＆吸わない

年齢階級（歳） 合計(n) n % n % 合計(n) n % n %

20-29 121 24 19.8 97 80.2 177 9 5.1 168 94.9

30-39 176 55 31.3 121 68.8 224 18 8.1 206 91.9

40-49 281 87 31.3 194 68.7 350 35 10.1 315 89.9

50-59 287 91 31.4 196 68.6 353 30 8.5 323 91.5

60-69 329 95 29.2 234 70.8 353 28 7.9 325 92.1

70-79 287 56 19.5 231 80.5 333 11 3.2 322 96.8

80- 120 7 5.8 113 94.2 120 2 1.7 118 98.3

合計 1601 415 26.0 1186 74.1 1910 133 6.6 1777 93.5
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である40歳以上では40歳台の男女で最も高かっ
た（男性：29%、女性：33%）（表2）。

◦がんに関する知識
　がんの一次予防に関して正しい知識を持って
いない人の割合（がんの原因と「思わない」また
は「分からない」人の割合）は、喫煙について男
性で5%、女性で3%、受動喫煙について男性で
11%、女性で8%、飲酒について男性で26%、
女性で20%、野菜・果物不足について男性で
44%、女性で39%、塩分のとりすぎについて男
性で26%、女性で20%、運動不足について男
性で51%、女性で46%、肥満について男性で
40%、女性で34%であった。

◦がん情報探索、がん情報源への信頼
　「がん」についての情報を探したことがある人

の割合は男性で51%、女性で62%であった（表
3）。男性では60歳台以上で探索者の割合が高
く60%前後であった。女性はどの年代でも男性
より探索者の割合が高く、40歳台と50歳台では
70%を超えていた。若年層よりがんの罹患率が
増加する中高齢層のがん情報探索者の割合が高
いという結果は、米国HINTS（35 ～ 65歳）の結
果と同様であった。ただし女性においては20歳
台の情報探索者の割合も50%近く30歳台では
60%を超えていた。探索者のうち約半数が、探
索時の最初の情報源としてインターネット（国立
がん研究センターの「がん情報サービス」以外）
を選択した。インターネット（国立がん研究セン
ターの「がん情報サービス」）を選択した人の割合
は、10%未満であった。
　一方、がん情報源への信頼については、医師
に対しての信頼が最も高く、政府関連保健機関、

表 3．がん情報の探索

男性 （n=1,643） 女性 （n=1,962）

「がん」情報を探したことがあるか 「がん」情報を探したことがあるか

はい いいえ はい いいえ

年齢階級（歳） 合計(n) n % n % 合計(n) n % n %

20-29 121 34 28.1 87 71.9 177 88 49.7 89 50.3

30-39 180 74 41.1 106 58.9 224 140 62.3 84 37.7

40-49 285 143 50.1 142 49.9 360 267 74.5 93 25.5

50-59 291 158 54.8 133 45.2 360 265 73.4 95 26.6

60-69 334 197 58.6 137 41.4 365 233 64.1 132 35.9

70-79 306 194 63.4 112 36.6 350 189 54.0 161 46.0

80- 126 73 57.9 53 42.1 126 63 50.0 63 50.0

合計 1643 873 51.3 770 48.7 1962 1245 62.1 717 37.9

表 2．大腸がん検診受診

男性 (n=1,643) 女性 (n=1,962)

大腸がん検診の受診の有無 大腸がん検診の受診の有無

はい いいえ わからない はい いいえ わからない

年齢階級（歳） 合計(n) n % n % n % 合計(n) n % n % n %

20-29 121 14 11.6 94 77.7 13 10.7 177 16 9.0 151 85.3 10 5.6

30-39 180 47 26.1 124 68.9 9 5.0 224 51 22.8 171 76.3 2 0.9

40-49 285 182 63.7 83 29.4 20 6.9 358 234 65.3 117 32.8 7 1.9

50-59 291 207 71.5 72 24.2 12 4.3 359 263 73.2 93 26.0 3 0.8

60-69 332 256 77.0 70 21.2 6 1.8 364 269 74.0 90 24.6 5 1.3

70-79 302 229 75.6 72 24.1 1 0.4 346 254 73.7 91 26.0 1 0.3

80- 125 96 76.8 27 21.6 2 1.6 125 83 66.4 38 30.4 4 3.2

合計 1636 1031 59.1 542 36.5 63 4.4 1953 1170 58.3 751 39.8 32 1.8
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公益財団法人（日本対がん協会、がん研究振興
財団など）は、その次に信頼度が高いことが示さ
れた（図2）。

◦インターネット、テレビ、ラジオ、新聞の利用
　インターネットの利用割合は、20歳台～ 40歳
台では男女とも90%以上であり、年代が上がる
につれて割合が低下した（表4）。インターネッ
ト利用者の中で、フェイスブックなどのSNSサ
イトを閲覧している人の割合は、20歳台で最も
高く80%以上であり、年代が上がるにつれて低
下した。テレビを見る人の割合（週末）は、最も
割合が少ない20歳台でも80%程度で、年代が上
がるにつれて増加した。ラジオを聴く人の割合
は全体として低かった。新聞を読む人の割合は

60歳台以上の中高齢層で高く70%以上であった。

Ⅳ．今後の展望
　本調査は、日本人のがん情報の求め方、知識、
態度、信念、行動についての現状を把握する、
日本で初めての全国規模の調査である。この調
査で得られた結果により、情報を届けるべきセ
グメントの特徴と、到達するための情報チャネ
ルについての大まかな状況を明らかにすること
ができる。ターゲットとなるセグメントのがん
情報へのニーズやがん予防行動に対する態度等
を詳細に把握するための追加調査を行えば、そ
の特徴に合わせた予防行動への意図を喚起する
ためのメッセージを開発することができる。そ
れらの結果、戦略的なヘルスコミュニケーショ

表 4．インターネットの利用

男性 (n=1,643) 女性 (n=1,962)

インターネットや電子メールの利用の有無 インターネットや電子メールの利用の有無

はい いいえ はい いいえ

年齢階級（歳） 合計(n) n % n % 合計(n) n % n %

20-29 121 114 94.2 7 5.8 177 172 97.2 5 2.8

30-39 180 177 98.3 3 1.7 224 218 97.3 6 2.7

40-49 285 276 96.8 9 3.2 360 346 96.2 14 3.9

50-59 291 257 88.7 34 11.3 360 326 90.5 34 9.6

60-69 334 252 75.3 82 24.7 365 258 70.6 107 29.4

70-79 306 175 57.0 131 43.0 350 159 45.4 191 54.6

80- 126 43 34.1 83 65.9 126 29 23.0 97 77.0

合計 1643 1294 80.8 349 19.2 1962 1508 73.8 454 26.2
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図２　様々な情報源から得るがん情報への信頼度 

医師



－ 6 －

－ 6876 － 中央調査報　No.784・令和 5 年2月10日発行　■

ン・キャンペーンの実施が可能になる。
　情報発信にかかわるステークホルダーが、本
調査結果を活用することが期待される。例えば、
多くの日本人がインターネット上でがん情報を
探している一方で、最も信頼できる情報源は医
師であった。このことから、医師が効果的な情
報発信者となるようターゲットとなるセグメン
トの性別、年齢、教育、がん信念などの特徴を
積極的に情報提供したり、マスメディアを介し
た情報発信でもメッセージを医師の発言や推奨
として作成したりするなどの方法が考えられる。
また、政府関連保健機関、公益財団法人は、高
い信頼度を生かして積極的な情報発信をすべき
である。
　社会経済的に不利な人々は、健康情報へのア
クセスが不足している傾向や健康リテラシーが
低い傾向があり24, 25, 26、知識が不十分な場合が
ある27。本調査でも、日本での社会経済的特性
によるがん知識の格差を示すことができる。そ
の結果に基づき、ヘルスコミュニケーションの
不平等28に対処することで、日本のがん対策に
貢献することができる。
　2023年に実施予定の第二回目の全国調査で
は、がんの治療やサバイバーシップに焦点をあ
てている。米国では、Healthy People 2020お
よび2030（米国保健福祉省）において、ヘルスコ
ミュニケーションと健康情報技術の目標達成度
を評価するためにHINTSの結果が活用されてお
り、今後、日本においても、本調査のようなヘ
ルスコミュニケーションに関するサーベイの知
見が日本のがん対策の政策決定に反映されてい
くことが期待される。
　また本研究は、Internat iona l Studies to 
Investigate Global Health Information Trends 
(INSIGHTS) 研究コンソーシアムの一環として
日本、中国、ドイツ、その他いくつかの国で行
われた同様のHINTSを下地とした調査の間で
国際比較を行う予定である29。政治的、経済的、
文化的背景、がん負荷の異なる国々 30, 31でがん
情報へのアクセスと利用に関連する施策を比較

すれば、各国でヘルスコミュニケーションを最
適化する上での問題点や解決策を特定すること
に役立つと考えられる。
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1月の時事世論調査
 １月の時事世論調査によると、

岸田内閣の支持率は前月から2.7
ポイント減の26.5％、不支持率
は1.1ポイント増の43.6％と政
権発足後最高となった。防衛力
強化に伴う増税方針などが影響
したと考えられる。

調査は全国18歳以上の男女
2,000人を対象として1月13日
から16日に実施、有効回収（率）
は1,209（60.5％）だった。

この時期の国内の動きは、
2022年の漢字は「戦」：日本漢

字能力検定協会は、漢字ひと文字
で一年の世相を表わす「今年の漢
字」に、最も応募数の多かった「戦」
を選出した。京都・清水寺の森清
範貫主の揮毫により発表し、奉納
の儀式を行なった（12月12日）。
井上尚弥が4団体王座統一：

プロボクシング世界バンタム級4
団体王座統一戦が有明アリーナで
あり、3団体統一王者の井上尚弥

（29）は、WBO王者ポール・バト
ラー（英国）に11回KOで勝った。
主要4団体統一はバンタム級では
世界で初めてで、日本選手として
はすべての階級を通じて初の4団
体統一王者となった（12月13日）。
日銀が金融緩和を一部修正：

日本銀行は20日、金融政策決定
会合を開き、0.25％程度に抑え
てきた長期金利の上限を0.5％程
度に引き上げることを決定した。
2013年春から続けている大規模
な金融緩和策の一部修正で、金
融市場は事実上の利上げと受け
止めている（12月20日）。
世界的建築家の磯崎新さん死

去：旧大分県立大分図書館やロ
サンゼルス現代美術館など先鋭
的で国際性に富む建築作品と言
論活動で世界の建築界をリード
し続け、「ポストモダン建築の旗

ディクト16世が31日、バチカン
市内の修道院で死去した。95歳
だった。ベネディクト16世はカ
トリック教会の中でも保守派と
して知られる一方、SNSへの投
稿など「開かれたバチカン」をア
ピールしてきた（12月31日）。
米下院議長選、100年ぶりの再

投票：米連邦議会で3日、中間選
挙を受けた新しい議会が開会した
が、下院議長が選出されない100
年ぶりの異例事態となった。多数
派の共和党を率いるマッカーシー
院内総務が立候補したが、同党の
議員が造反したため過半数に届か
ず、再投票となった。（1月4日）。

政 党 支 持 率　自民 党の支 持
率は前月から1.8ポイント増の
24.6％で、以下、立憲民主党は
3.0ポイント減の2.5％、日本維
新の会は0.2ポイント減の3.6％、
公明党は0.3ポイント減の3.4％、
共産党は1.8%で変わらず、国民
民主党は0.1ポイント増の1.5％
だった。支持政党なしは3.0ポイ
ント増加して58.7％だった。

国民の景気感　「良くなった」
は前月と同率の5.0％、「悪くなっ
た」は2.8ポイント増の55.1％
だった。時事世論景気指数は前
月から6ポイント減の23となり、
３カ月ぶりの減少となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月から0.4
ポイント減の2.7％、「苦しくなっ
た」は1.7ポイント減の40.7％と
なった。

手」とも呼ばれた建築家の磯崎新
さんが28日、老衰のため、那覇
市の自宅で死去した。91歳だっ
た（12月30日）。
新年一般参賀、３年ぶり開催：

新年一般参賀が３年ぶりに皇居
で行われた。天皇、皇后両陛下
と秋篠宮ご夫妻をはじめとする
成年皇族方に加えて、愛子さま
が初めてご参列。上皇ご夫妻も
にこやかに参賀者に応じられて
いた（1月2日）。
交通事故死、６年連続過去最

少：警察庁は4日、2022年の交
通事故死者数を発表した。まん
延防止等重点措置が解除され外
出者が増えた年であったが、交
通事故による死者数は2,610人
で、前年比では26人が減少、６
年連続で最少となった（1月4日）。

国外では、
「今年の人」はゼレンスキー大統
領：米誌タイムは毎年恒例の「パー
ソン・オブ・ザ・イヤー（今年の人）」
に、ウクライナのゼレンスキー大
統領と「ウクライナの精神」を選出
したと発表した（12月8日）。
チュニジア議会選挙の投票率
8.8%、独裁に戻るか懸念：中東
の民主化運動「アラブの春」の発祥
地、北アフリカのチュニジアで17
日、議会選挙が行われたが、サイー
ド大統領が主導した憲法改正の
影響で、投票率はわずか8・8%に
とどまった。再び独裁的な体制に
戻ってしまうのではないかとの懸
念が深まっている（12月18日）。
アルゼンチン、36年ぶりＷ杯
優勝：サッカーのワールドカップ
カタール大会は、ドーハ近郊のル
サイルで決勝が行われ、アルゼ
ンチンがフランスに延長3-3の末
に突入したPK戦を4-2で制して、
1986年メキシコ大会以来３度目
の優勝を果たした（12月19日）。
インド「デリーメトロ」開業20
年式典：インドのデリー首都圏
を走る地下鉄で、日本が資金や
技術面で支援してきた都市型鉄
道「デリーメトロ」が24日、開業
から20年を迎え、運営するデリー
メトロ公社や日本政府の関係者
らが式典を開いた（12月24日）。
前ローマ教皇のベネディクト

16世が死去：前ローマ教皇ベネ

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2013年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 20年
143.8 129.1 126.0 120.0 131.9 130.0 109.9 25.0
21年 22年 （１月）（２月）（３月）（４月）（５月）（6月）
34.6 75 20 13 16 33 26

（7月）（８月）（9月）（10月）（11月）（12月） 23年 （1月）
10 22 10 9 11 29 23
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